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非
核
の
政
府
・
自
治
体
・
ヒ
バ
ク
シ
ャ
・
市
民
の
共
同
の
力
で 

 

２
０
２
０
年
に
核
な
き
世
界
を
、
核
兵
器
禁
止
条
約
の
発
効
を
！ 

 

２０２０年原水爆禁止世界大会ニューヨーク壮行会！大成功 

核兵器禁止条約批准国  ２月２８日現在 

35か国（あと 15か国で 50か国に） 

ヒバクシャ国際署名数 

５９万 ２４２８ 筆（２月 28 日現在） 

 

2020年100万筆、あと42万筆を集め国連に届けよう！ 

原水爆禁止世界大会 inニューヨーク 

賛同していただいた府下の自治体首長 

  □柏原 冨宅正浩 市長 

  □岬   田代 堯 町長 

    （２月３日付到着分掲載） 

大阪原水協では府下自治体の首長に日本被団

協、日本原水禁、日本原水協、ＩＣＡＮなどが

よびかけている 4月からはじめる世界大会に賛

同をもとめました。 

 

 

                                            

 

４
月
２
７
日
か
ら
ニ
ュ
ー

ヨ
ー
ク
で
始
ま
る
Ｎ
Ｐ
Ｔ
再

検
討
会
議
の
前
段
に
史
上
初

め
て
米
国
で
原
水
爆
禁
止
世

界
大
会
が
開
催
さ
れ
ま
す
。

全
国
か
ら
１
０
０
０
名
を
越

え
、
大
阪
か
ら
９
１
名
の
参

加
者
で
成
功
さ
せ
て
核
保
有

国
及
び
核
の
傘
を
肯
定
す
る

同
盟
国
へ「
核
の
な
い
世
界
」

を
求
め
る
世
界
の
声
を
届
け

ま
す
。
国
連
の
場
で
は
、
す

で
に
８
１
ヵ
国
が
署
名
、
３

５
か
国
が
批
准
し
て
い
ま
す
。
あ

と
、
１
５
か
国
で
「
核
兵
器
禁
止

条
約
」
が
発
効
し
ま
す
。
被
爆
７

５
年
を
画
期
的
な
年
に
し
よ
う
と
、

２
月
２
１
日
、
大
阪
市
内
に
９
０

名
の
参
加
者
で
「
大
阪
代
表
団
壮

行
会
」
を
成
功
さ
せ
ま
し
た
。 

 

続
大
阪
原
水
協
事
務
局
長
の

「
現
状
と
行
動
提
起
」に
続
い
て
、

ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
に
行
く
各
界
各
層

の
代
表
者
が
決
意
を
語
り
ま
し
た
。 

 

高
槻
原
水
協
か
ら
高
校
生
の
高 

倉
泉
さ
ん
、
多
く
の
参
加
者
を
送 

り
出
し
て
い
る
民
医
連
か
ら

庄
司
修
さ
ん
、
１
１
名
も
送

り
出
し
た
同
仁
会
耳
原
病
院

の
田
中
千
春
さ
ん
（
被
爆
二

世
）、ヒ
バ
ク
シ
ャ
国
際
署
名

を
推
進
力
の
新
婦
人
豊
中
支

部
の
小
倉
恵
子
さ
ん
、
毎
回

Ｎ
Ｐ
Ｔ
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
行
動

に
青
年
を
中
心
に
派
遣
活
動

を
取
り
組
ん
で
い
る
大
阪
自

治
労
連
の
岸
和
田
市
職
労
の

北
又
淳
さ
ん
、
被
爆
体
験
を

ア
メ
リ
カ
で
も
語
る
枚
方
市

被
爆
者
の
会
の
森
容
香
さ
ん
、

国
政
で
の
非
核
行
政
の
推
進

を
期
待
さ
れ
る
日
本
共
産
党

の
辰
巳
孝
太
郎
さ
ん
ら
が
元

気
に
決
意
を
表
明
さ
れ
ま
し

た
。
ま
た
、
米
国
の
友
人
と

深
い
関
係
を
も
コ
ー
ド
ピ
ン

ク
の
尾
川
寿
江
さ
ん
か
ら
も

ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
で
の
活
動
の

様
子
が
語
ら
れ
ま
し
た
。 

 

そ
の
後
、
原
水
爆
禁
止
世

界
大
会
国
際
宣
言
起
草
委
員

会
委
員
長
で
関
西
学

院
大
学
の
冨
田
宏
冶

さ
ん
か
ら
「
Ｎ
Ｐ
Ｔ

を
取
り
巻
く
情
勢
に

つ
い
て
」
と
題
し
て

講
演
を
し
て
い
た
だ

き
、
運
動
の
核
心
を
全
員

で
学
び
ま
し
た
。 

 

最
後
に
閉
会
の
あ
い
さ

つ
を
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
に
参

加
さ
れ
る
大
阪
原
水
協
副

理
事
長
の
穐
久
英
明
さ
ん

か
ら
ヒ
バ
ク
シ
ャ
裁
判
の

国
の
不
当
な
姿
勢
に
怒
り

を
こ
め
て
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク

行
動
の
成
功
を
訴
え
ら
れ

ま
し
た
。
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク

行
動
の
参
加
者
は
５
７
名

の
方
々
に
大
阪
原
水
協
が
作
成
し

た
Ｔ
シ
ャ
ツ
（
下
の
写
真
）
を
お

渡
し
て
最
後
に
、
檀
上
で
全
員
集

合
の
記
念
写
真
を
撮
り
ま
し
た
。 

 

次
回
は
４
月
４
日
、
国
労
会
館 

で
旅
行
会
社
か
ら
の
説
明
や
ニ
ュ 

ー
ヨ
ー
ク
で
の
班
行
動
の
班
編
成

な
ど
の
詳
細
な
ガ
イ
ダ
ン
ス

が
予
定
さ
れ
て
い
ま
す 
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これでも被爆国の最高裁か！ 

被爆者の立場 ＜ 行政の立場にたつ 

国
際
署
名
に
ご
協
力
を 

大
阪
原
水
協
が
作
成
し
た
「
被
爆
者
は
核
兵
器
廃
絶
を
心
か
ら
求

め
ま
す
」
ハ
ガ
キ
が
事
務
所
に
約
１
０
０
０
通
届
け
ら
れ
て
い
ま
す
。
皆

さ
ん
の
熱
い
思
い
が
メ
ッ
セ
ー
ジ
に
書
か
れ
て
い
ま
す
。
ご
紹
介
し
ま
す
。

（第
二
回
） 

（前略）原爆の放射線は被爆から 75 年が経とうとする今もなお被爆者の身体をむしば

み続けている。被爆者の疾病は、原爆の放射線に被爆したために発症し、重篤化してい

るが故に、国の責任において、被爆者に対する手厚い援護を行うという被爆者援護法の

趣旨からも、経過観察は重要な医療行為であり、放射線起因性が認められる疾患を患っ

た被爆者の状態が経過観察にとどまる場合にも要医療性が認められるべきである。 

 本日の最高裁判決は、このような被爆者の当然の訴えに耳を貸さず、国の主張を追認

したものである。（中略） 

本日の最高裁判決は、このような、国の原爆症認定行政を追認し、従来司法が積み重

ねてきた被爆者を救済するという積極的な姿勢に自ら反する判断を行ったものといわ

ざるを得ない。 

 最高裁が、被爆後 75 年にわたって様々な健康被害に苦しみ、今なお健康をむしばま

れている被爆者の救済に背を向けたことは、唯一の戦争被爆国の最高裁判所として恥ず

べき態度であり、厳しく抗議するものである。 

  

 

最
高
裁
第
３

小
法
廷
は
、
原

爆
症
の
要
医
療

性
を
め
ぐ
り
、

高
裁
で
判
断
が

わ
か
れ
た
裁
判

で
２
月
２
５
日
、

「
経
過
観
察
に

と
ど
ま
る
場
合

は
要
医
療
性
は

認
め
ら
れ
な

い
」
と
の
不
当

な
判
決
を
下
し

ま
し
た
。 

 

日
本
被
団
協

と
弁
護
団
の
声 

明
の
一
文
を
下

記
に
紹
介
し
ま
す
。 

 

最
後
に
、
日
本
国
政
府
が
核
兵 

器
の
廃
絶
に
背
を
向
け
る
こ
と
と 

被
爆
者
援
護
に
消
極
的
で
あ
る
こ 

と
と
は
表
裏
一
体
の
姿
勢
で
す
。 

国
際
政
治
は
大
勢
が
核
兵
器
廃
絶
、 

禁
止
条
約
賛
成
に
あ
る
に
も
か
か 

わ
ら
ず
、
そ
の
流
れ
と
逆
行
し
て 

い
る
日
本
政
府
の
姿
を
広
く
国
民 

に
知
っ
て
も
ら
う
た
め
に
原
爆
被 

害
の
実
相
を
明
ら
か
に
し
、
核
兵 

器
の
廃
絶
と
原
爆
被
害
の
国
家
補 

償
を
訴
え
続
け
る
決
意
で
す
。 

                              

              

  

          
 
 

                                 

              

 

 

１．３・１ビキニデー集会 

 ※キャンセル料金は旅行会社等と交渉

の結果、発生しませんでした。納入され

ている費用については別途、相談のうえ

返金させていただきます。 

２．３・１８「核兵器・地球環境を考える

つどい」（国労会館） 

 

 

鳳クリニックからニューヨークに３名の

方が派遣されます。２月２０日、大阪原水協

の北野雅博理事からＮＰＴの歴史的意義と

今回のＮＹ世界大会の位置づけを学習した

のち、３名の壮行会が取り組まれました。鳳

クリニックは平和学習を積極的に取り組ま

れ、仕事終わりの時間を考慮して、カレーを

準備して行われるのが恒例の取り組みとな

っています。参加者は２８名でした。 

 

Ｎ
Ｙ
行
動
派
遣 

 

各
団
体
の
学
習
会
・
壮
行
会 

 

 


